
教職員の長時間勤務の縮減に向けた 
    学校マネジメントのあり方について 

 教職員の時間外勤務時間の状況 

   （１）県立学校（高等学校・特別支援学校）の月ごとの状況 

   （２）学校種別ごと（小学校・中学校・高校・特別支援学校）の経年変化 

   （３）県立学校（高校・特別支援学校）の長時間勤務に関する要因分析 

 長時間勤務縮減への取り組み 

   （１）平成３０年度事業の展開 

 県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 

   （１）【短期】マネジメント力強化の人づくり（平成３０年度から実施予定） 

   （２）【中長期】マネジメント力強化の組織づくり 

       ①学校組織の特殊性（一般的なピラミッド型組織との対比） 

       ②鍋ブタ型組織(学校組織）の弊害  

       ③県立学校へのミドルリーダーの配置 
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教職員の時間外勤務時間の状況 
(1)県立学校（高等学校・特別支援学校）の月ごとの状況 

【教職員の正確な勤務時間の把握】 
 ○正確な勤務時間の把握のための具体的な取組みとして、平成２９年１０月から、休日も含めた出勤及び退勤時刻の 
  記録を開始（平成２９年９月までは平日の退勤時間のみ記録）。 
【記録対象】 
 ○県立の高等学校及び特別支援学校に勤務する管理職を含む教職員（非常勤を除く）。 
   高等学校：64校（約3,400人） 特別支援学校：19校（約1,400人） 計：83校（約4,800人） 
【平成２９年１０月から１２月への推移】 
 ○高等学校 
  ・時間外勤務時間が２０時間３３分減少。８０時間を超える長時間勤務の教職員は７６８人（２２．６％）減少。 
 ○特別支援学校 
  ・時間外勤務時間が１２時間減少。 ８０時間を超える長時間勤務の教職員は３３人（２．２％）減少。 

平均時間外勤務時間の推移（平成２９年１０月～１２月） 

時間外勤務が月８０時間を超える職員数の推移（平成２９年１０月～１２月） 

  １０月 １１月 １２月 増減（12月－10月） 

高等学校 ６６時間４１分 ５６時間３８分 ４６時間０８分 ▲２０時間３３分 

特別支援学校 ３８時間５５分 ３９時間０２分 ２６時間５５分 ▲１２時間００分 

計 ６０時間２９分 ５２時間４２分 ４１時間５０分 ▲１８時間３９分 

  １０月 １１月 １２月 増減（12月－10月） 

高等学校 
１，３４０人 ８９９人 ５７２人 ▲７６８人 

３９．５％ ２６．６％ １６．９％ ▲２２．６％ 

特別支援学校 
４１人 ７８人 ８人 ▲３３人 

２．８％ ５．４％ ０．６％ ▲２．２％ 

計 
１，３８１人 ９７７人 ５８０人 ▲８０１人 

２８．６％ ２０．３％ １２．０％ ▲１６．６％ 
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教職員の時間外勤務時間の状況 
(2)学校種別ごと（小学校・中学校・高校・特別支援学校）の経年変化 

【調査方法等】 
 ○調査対象：悉皆による市町村（組合）立小中学校・義務教育学校、県立高等学校・特別支援学校の教員 
 ○調査期間：土日を含む１週間  H28年は11月8日（火）～11月14日（月）、H29年は11月7日（火）～11月13日（月）   
 ○備考（経年比較のための調整事項） 
  ・平成29年度から新たに調査に含めた「始業前の在校時間」は、経年比較のため削除。 
  ・平成29年度の県立学校（高校・特支）は新出退勤簿の記録を基礎とするため、11月実績(1ヶ月分)から平均値を 
   算出、１週間分に換算のうえ比較 
【平成２８年度から平成２９年度への推移】 
 ○小学校 
  ・土日を含む１週間の時間外勤務時間が２時間３４分減少。対前年比では１８．９％の減少。 
 ○中学校 
  ・土日を含む１週間の時間外勤務時間が３時間２１分減少。対前年比では１７．６％の減少。 
 ○高等学校 
  ・土日を含む１週間の時間外勤務時間が４時間３５分減少。対前年比では２９．５％の減少。 
 ○特別支援学校 
  ・土日を含む１週間の時間外勤務時間が５６分減少。対前年比では１０．７％の減少。 

１週間（土日を含む７日間）の平均時間外勤務時間の推移（学校種別） 

  平成２８年度 平成２９年度 
増減（H29－H28） 

減少時間 対前年比 

小学校 １３時間３３分 １０時間５９分 ▲２時間３４分 ▲１８．９％ 

中学校 １９時間０１分 １５時間４０分 ▲３時間２１分 ▲１７．６％ 

高等学校 １５時間３１分 １０時間５６分 ▲４時間３５分 ▲２９．５％ 

特別支援学校 ８時間４１分 ７時間４５分 ▲５６分 ▲１０．７％ 

※時間外勤務の内訳には部活動を含む。 

１ 

2 



教職員の時間外勤務時間の状況 
(3)県立学校（高校・特支）の長時間勤務に関する要因分析 

【勤務実態調査の実施】 
 ○調査目的：県立学校教員の業務の実情を把握し、長時間勤務の解消に向けた対策の検討に資する。 
 ○回答者数：県立高等学校１５校、県立特別支援学校３校の教職員：1,040人（管理職・非常勤を除く） 
        ※全体の約２割を対象とした「抽出調査」   

 ○調査期間：H29年9月12日(火)～10月6日(金)の間で「最も平均的」と考えられる任意の１週間（土日を含む）   
【調査結果の概要】 
  ・１週間のうち最も多くの時間が割かれているのは、教員の最も基礎的な業務である「授業」。 
  ・以下、「授業準備」や「部活動」、「成績処理」、「補習指導」など児童生徒の指導に関わる業務のほか、校務分掌 
   など学校運営に関わる業務に多くの時間が割かれている。 
  ・休日出勤した教職員は４６２人（回答者数のうち４４．４％）であり、その主要要因は部活動（従事者：３５５人） 
   となっている（休日出勤者のうち７６．８％）。 

主な業務の１週間の平均従事時間 
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業務の区分 
平均従事時間 
（回答者全体） 

従事者数 
平均従事時間 
（従事者のみ） 

含まれる具体的な業務の例 

【うち平日の業務別従事時間】       

 授業 １７時間３２分 １，００６人 １８時間０７分  正規の授業、試験監督など 

 授業準備 ８時間４１分 ９８７人 ９時間０９分  授業準備・指導案作成、教材研究・教材作成、授業打ち合わせなど 

 部活動 ３時間３８分 ６７４人 ５時間３６分  部活動の指導、対外試合引率（移動時間を含む）、高体連・高野連関係など 

 学校経営 ３時間０２分 ５１９人 ６時間０４分  校務分掌業務、初任者・教育実習生等の指導、安全点検、校舎環境整理など 

 成績処理 ２時間５７分 ６１１人 ５時間０２分  成績処理事務、試験問題作成・採点・評価、通知表記入、調査書作成など 

 補習指導等 １時間５９分 ５５４人 ３時間４４分  正規の授業以外の学習指導（補習指導・個別指導）、質問対応など 

 学年学級経営 １時間４５分 ５３６人 ３時間２５分  学級活動、ホームルーム、連絡帳の記入、学級通信作成、教室環境整理など 

 生徒指導（個別） １時間３９分 ４７９人 ３時間３６分  個別面談、進路指導・相談、生活相談、課題を抱えた生徒への支援など 

 会議 １時間３５分 ７６９人 ２時間０８分  職員会議、学年会、教科会、成績会議、学校評議会など 

 生徒指導（集団） １時間１１分 ４２９人 ２時間５３分  清掃指導、栄養指導、登下校・安全指導、健康・保健指導、全校集会など 

 学校行事 １時間０７分 ４４２人 ２時間３９分  修学旅行、遠足、体育祭、文化祭、発表会、学校行事の準備など 

 その他 ６時間０６分 － －  個別打合せ、会計関係事務、調査回答事務 など 

【うち土日の業務別従事時間】       

 部活動 ３時間０１分 ３５５人 ８時間５１分  部活動の指導、対外試合引率（移動時間を含む）、高体連・高野連関係など 

 その他 １時間０５分 － －  成績処理、授業準備 など 

１週間の平均勤務 
時間（平日＋休日） 

５５時間１８分 １，０４０人 －  （参考）正規の勤務時間：３８時間４５分（平日のみ） 



長時間勤務縮減への取り組み 
(1)平成３０年度事業の展開 

１．長時間勤務の縮減に向けた勤務環境の整備・改善 
 
 
 

  ①教員出退勤管理システムの整備 
  ・教員の適正な労務管理のため、全ての県立学校に教員一人ひとりの勤務時間を常時把握できるシステムを導入する。 
 

  ②事務の効率化の推進 
  ・生徒等への大量の印刷物作成時間を短縮するため、県立学校に高性能印刷機を計画的に導入し事務の効率化を図る。 
 

  ③職員研修へのＷｅｂ会議システムの活用 
  ・飛騨地区の県立学校９校にWeb会議システムを導入し、遠方の研修参加を効率化することで教員の移動等の負担軽減を図る 
 

  ④学校のマネジメント力向上に向けた研修の充実 
  ・学校管理職等に対する労務管理やメンタルヘルス、ハラスメント等をテーマとした研修を充実し、適正な職場管理を図る 
 

２．教員の負担軽減に向けたサポート体制の整備・充実 
 
 
 

（１）児童生徒の指導や学校運営に関わる業務に対する支援 
      ①教員業務アシスタントの配置による学校業務の改善 
  ・県立学校に、教員業務アシスタントを配置し、効果を検証する。 
 

    ②スクール・サポート・スタッフの配置に対する支援 
  ・市町村教育委員会が教員に代わって学習プリント印刷等を行うサポートスタッフを配置する場合に、経費を補助する。 
 

（２）部活動に対する支援 
  ①部活動アシスタントの設置による部活動指導の負担軽減 
  ・県立学校に、週休日及び休日も含めた部活動指導を行うことができる部活動アシスタントを配置する。 
 

  ②部活動指導員の配置に対する支援 
  ・市町村教育委員会が、適切な練習時間や休養日の設定など、公立中学校の部活動の適正化に向けて部活動指導員を配置 
   する場合に、その経費の一部を補助する。 

 教職員の労務管理の適正化及び事務効率の向上に向けた設備整備や、学校管理職の職場マネジメント向上に向
けた研修の充実などにより、教職員の負担軽減や長時間勤務の解消を図る。 
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新 

 教職員の勤務環境を改善するため、外部人材の活用により、業務の効率化・最適化や機能的な学校組織体制を
構築するなど、教職員の負担軽減や長時間勤務の解消を図る。 
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(本県公立高校・特別支援学校年齢別教員数） 

＊新規採用者数は、採用計画に基づく 

＊新規採用者の年齢構成は、平成29年度採用者の年齢構成をもとに算出 

＊退職者数は、過去の退職割合から算出 
【出典】県教育委員会調査 

5年後 
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(本県公立高校・特別支援学校年齢別教員数） 

【現状と課題】 
○今後多くのベテラン教員が退職していくことから、中堅教員や教頭クラスを対象として、早い段階から 
 学校経営者としての管理職の養成や、計画的な登用を図っていく必要がある。 

県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 
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中堅職員不足の中で、次代の 
学校管理職候補の発掘・ 
育成が喫緊の課題！ 



県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 
(1)【短期】マネジメント力強化の人づくり（平成３０年度から実施予定） 

１．学校現場と一体となった長時間勤務縮減の推進 
 
 
 

 （１）時期 
   ・平成３０年７月～８月（予定）※平成２９年度から試行的に実施（平成２９年１２月） 
 （２）対象 
   ・８３の全県立学校（高等学校・特別支援学校）の学校長 
 （３）目的と意義 
   ・第１四半期経過時において、学校現場における長時間勤務等の現状と課題を共有する。 
   ・学校現場の知恵と工夫で蓄積された、効果的な取り組み（優良事例）を共有する。 
   ・特に、労務管理やハラスメント対応等に対する、意識や取り組み不足について指導する。 
   ・上記について教育委員会に蓄積された知見をフィードバックし、学校間の平準化を図る。 
 

２．次代を担う学校リーダーの発掘・育成 
 
 

 
（１）時期 
   ・平成３０年１２月（予定） 
（２）対象 
   ①校長登用候補者のうち在任が複数校・複数年に及ぶベテラン教頭 
   ②校長登用候補者のうち在任が１校目の若手教頭 
（３）目的と意義 
   ・長時間勤務縮減等の観点から、労務管理や業務マネジメント、統率力など学校リーダーとして求められる 
    資質や能力を確認するとともに、それらを踏まえ、以下の登用例を想定した動機づけ、働きかけ等を行う。 
     ①ベテラン教頭：豊富な経験を備えた学校リーダーとして、課題が多い学校での活躍に期待。 
     ②若手教頭：他の校長の模範となるリーダーオブリーダーとして、複数校での活躍に期待。 
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学校長面談の実施 

教頭面談の実施 



■一般的なライン組織 

（ピラミッド型：知事部局 ≒ 民間企業）   

■県立学校の組織（鍋ブタ型） 

※参考：県立学校の職員規模（事務職員・非常勤等を含む） 

    高等学校：約５０名～約１３０名 特別支援学校：約５０名～約２００名 

校長 

（副校長） 

教頭 

教務主任 
生徒指導 
主事 

進路指導 
主事 

学年主任 教諭 教諭 教諭 

  

教諭 

部長 

次長 

課長 

管理調整監 

係長 

主査 
主任 
主事 

係長 

主査 
主任 
主事 

課長 

管理調整監 

係長 

主査 
主任 
主事 

係長 

主査 
主任 
主事 

課長 

管理調整監 

係長 

主査 
主任 
主事 

係長 

主査 
主任 
主事 

係長 

主査 
主任 
主事 

・管理職である校長・教頭以外 

 は、職位に差が無い教諭が 

 大多数を占める 

・組織の節目ごとに管理職 

（および中間管理職）を置き、 

 権限と責任を分散させる 

 ことで、組織全体を有機的 

 に機能させる 

3 県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 
(2)【中長期】マネジメント力強化の組織づくり 
  ①学校組織の特殊性（一般的なピラミッド型組織との対比） 
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業務管理機能の不足（組織内で業務の不均衡が生じやすい） 
  
◎業務分担を指示・采配するミドル 
  マネージャーが不在 
 
 
 
・新規業務等は個々の自主性やポスト等に負うところ 
 が大きく、特定の者に集中しやすい 
 
・業務の不均衡を是正・平準化するマネジメントが 
 機能しにくい ※H29実態調査より。H29.9.12～H29.10.6のうちの１週間 

・県立高等学校における教員の勤務時間（土日を含む１週間） 
 ※高等学校１５校を対象とした抽出調査 

（参考）内部統制力の不足（組織の規模に対する監督者の不足） 
 ◎校長、教頭が、絶対的多数の一般教員を監督せざるを得ず、目が行き届かない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  職員数 
H29.4.1 

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

教育委員会 
１５，８５２人 ２人 

０．０１％ 
３人 

０．０２％ 
４人 

０．０３％ 
２人 

０．０１％ 
１１人 

０．０７％ 
２２０人 
１．３９％ 

知事部局 
４，２２７人 １人 

０．０２％ 
０人 

  
１人 

０．０２％ 
０人 ２人 

０．０５％ 
１３人 

０．３１％ 

・不祥事事案発生件数（処分件数・懲戒免職～戒告・厳重注意） 

  ※県教育委員会と知事部局との比較（絶対数・職員数に占める件数の割合）  

※処分件数は総務省調査に対する回答から。H28.4～H29.3 

  職員数 

H29.4.1 
休職者数 割合 

教育委員会 １５，８５２人 １２４人 ０．７８％ 

知事部局 ４，２２７人 ２７人 ０．６４％ 

・心身の故障による分限処分者数 

  ※県教育委員会と知事部局との比較 

  （絶対数・職員数に占める件数の割合）  

※職員数「岐阜県の人事行政の運営等の状況」H29.9 
 休職者数「総務省調査に対する回答」H28.4～H29.3 

3 県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 
(2)【中長期】マネジメント力強化の組織づくり 
  ②鍋ブタ型組織（学校組織）の弊害 
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超過週35
時間以上 

 

超過週35
～20時間 

超過週20
時間未満 

超過 
なし 

計 

従事者数 ７１人 １９３人 ４６６人 ２７人 ７５７人 

割 合 ９．４％ ２５．５％ ６１．６％ ３．６％ － 



 
(1)管理職を補佐するミドルリーダーとなる「主幹教諭」の配置 
  ・各学校に、管理職のマネジメント業務を補佐するミドルリーダーとして、新たに「主幹教諭」の導入を検討 

 
 
 
 
 
 
 

◎主幹教諭とは… 
  ・2007年の学校教育法改正により、学校管理の面で管理職を補佐し、他の教員をリードする新たな職として、 
   置くことができるとされた。 
 

◎ミドルリーダーの役割（例） 
  ・学校ビジョン構築への参画    ・職場の活性化 
  ・同僚教職員の指導・育成     ・学校外部との折衝・対応 

3 県立学校のマネジメント力の強化に向けた見直し 
(2)【中長期】マネジメント力強化の組織づくり 
  ③県立学校へのミドルリーダーの配置 
 

校長 

（副校長） 

教頭 

主幹教諭 
（ミドルリーダー） 

教務主任 

教諭 

教諭 

学年主任 

主幹教諭 
（ミドルリーダー） 

教諭 

生徒指導主事 

教諭 

学科主任 

主幹教諭 
（ミドルリーダー） 

教諭 

教諭 

進路指導主事 

教育相談担当 

  県立学校の目指す姿（将来的な組織図のイメージ） 

教務係 

生徒指導係 

進路指導係 

・・・係 

 ②既存ポストを活用しリーダーの役割を付与 

 ①新 設  
(2)既存ポストを活用したミドルリーダーの配置 
 ・今後学校現場の意見も踏まえつつ、以下について 
  優先的に検討。 

  ①活用に相応しい既存ポスト（例） 
    ・主任手当相当職 
      …教務主任、学年主任、生徒指導主事 など 
    ・その他 
      …教育相談担当、学科主任 など 

  ②ミドルリーダーに必要な業務上の配慮（例） 
    ・授業の持ち時間の削減 
    ・多忙な部活動顧問、分掌長等との重複排除 

 中長期的な目標 

 当面の取組み 

ただし、準管理職である「主幹教諭」の導入は、昇任や人件費 
コストの増加を伴うため、学校現場の意見も聞きながら、慎重 
な検討のうえで段階的に進めていく必要がある。 

極少数の学校管理職に過度に集中する権限と責任を分散 
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